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内容

2022年度 事業概況

2023年度 年度計画

※2022年度は、第4期中期計画（2021～2025年度）の2年目



１）中小企業のイノベーションを
加速させる技術支援

２）新技術・新製品に着実につながる
研究開発

３）変化に的確に対応できる
機動的運営

総合力で頼りになる都産技研へ

技術支援

研究開発

運営

第四期中期計画 経営方針

東京都の産業の発展、都民生活の向上に寄与



都産技研 基本情報

●職員数 335名

・研究員 268名

・事務員 67名

●2022年度新規採用職員 10名

・研究員 9名

・事務員 1名

職員平均年齢：42.9歳

女性職員数 85名（25％）

女性研究者数 56名（21％）

博士数 118名（44％）

（2022年4月1日時点）

・敷地面積：14,519㎡

・建築面積： 8,573㎡

・延床面積：33,129㎡

（テニスコート127面分）

標準運営費
交付金

48.2億円

特定運営費
交付金

33.1億円

自己収入等
16.4億円

人員 予算

97.7
億円

本部の規模

（2022年度当初）



都産技研 支援事業の全体像

技術支援

• 技術相談

• 依頼試験

• 機器利用

• オーダーメード型技術支援

• 技術セミナー・講習会

その他

• 情報発信

交流連携

• 多様な連携

• 製品開発支援ラボ

• 海外展開の促進

プロジェクト型支援（戦略的支援）

• 中小企業の5G・IoT・ロボット普及促進事業

• 航空機産業参入支援事業

• ものづくりベンチャー育成事業

• バイオ基盤技術を活用したヘルスケア産業支援事業

• フードテックによる製品開発支援事業

• 障害者スポーツ研究開発事業

研究開発

• 基盤研究

• 共同研究

• 外部資金導入研究

地域支援

• 城東支所

• 墨田支所

• 城南支所

• 食品技術センター

• 多摩テクノプラザ



2022年度 Executive Summary （数値編）

技術支援
• 技術相談
• 依頼試験
• 機器利用

• オーダーメード型技術支援

→ 期間進行率(OM支援からの

製品化・事業化件数)～41%

• 技術セミナー・講習会

その他

• 情報発信

交流連携
• 多様な連携
• 製品開発支援ラボ
• 海外展開の促進
→ 期間進行率(中小企業の

海外展開に寄与した件数)～48%

プロジェクト型支援（戦略的支援）

• 中小企業の5G・IoT・ロボット普及促進事業

• 航空機産業参入支援事業

• ものづくりベンチャー育成事業

• バイオ基盤技術を活用したヘルスケア産業支援事業

• フードテックによる製品開発支援事業

• 障害者スポーツ研究開発事業

研究開発

• 基盤研究

• 共同研究

• 外部資金導入研究

→ 期間進行率(採択件数)

～47%

地域支援

• 城東支所

• 墨田支所

• 城南支所

• 食品技術センター

• 多摩テクノプラザ

期間進行率
(取扱い件数)

～38%

※期間進行率は、第4期計画（5年間）に対する見込みの数値

期間進行率
(基盤研究から
の発展件数)

～39%

プレス記事 23件



依頼試験・機器利用（1/2）
技術支援

• お客さまからの依頼を受けて、職員が試験を実施
• 高品質な試験データの提供、証明書を発行

無響室
音が響かない静かな部屋

高電圧実験室
人工の雷を発生させる装置など

依頼試験

におい分析システム
製品に付着した臭気成分や

異臭の原因となった臭気成分を特定

• お客さま自身が機器を利用
• 中小企業では導入・維持が難しく、利用ニーズの高い装置を導入

機器利用 2022年度2月末時点で13.2万件の試験を実施

温度・湿度試験装置
温湿度環境での製品の動作を確認

万能試験機
製品や部材などの強度を評価

造形機
機械部品、電子機器、医療機器、玩具などの部品を試作

2022年度2月末時点で9.1万件の試験を実施



依頼試験・機器利用（2/2）
技術支援

依頼試験と機器利用の合計利用件数を
中期計画目標として設定
中期計画目標値：1,300,000件

2021年度：245,000件
2022年度：246,000件（見込み）
と順調に推移

雰囲気熱処理炉（更新）塩乾湿複合サイクル試験機（更新）

整備機器例

実施件数

38%

491,000 

809,000  

BSDF*測定装置（更新）

*BSDF: Bidirectional Scatter distribution 
function, 双方向散乱分関数）



OM型技術支援（1/2）

OM型技術支援

• 利用者の開発段階に応じて、さまざまなメニューを組み合わせて支援
• 人材育成のためのオーダーメイドセミナーや外部専門家による技術アドバイスも実施

2022年度2月末時点で664案件の支援を実施

技術支援



実施件数

41%

OM型技術支援（2/2）

OM型技術支援からの製品化・事業化件数を
中期計画目標として設定
中期計画目標値：120件

2021年度：30件
2022年度：19件（見込み）
と順調に推移

技術支援

製品化事例

難聴に対して気付きを与える図書の制作支援

⇒難聴、聴力検査に関する情報提供、
虫の音音源の音響特徴分析、聴力把握に
適した虫の音の検討・選定等の支援を実施

QRコード読み取りにより再生される
虫の音から難聴の可能性を発見

49

71  



●ガン患者の苦痛を和らげる全く新しいステント（管状医療器具）開発

【共同研究（2016年度）】

架橋ポリマーの吸水・膨潤現象を利用した

ゲルステントの創出とその医学的検証

※東京医科大学等との共同研究

↓

【科研費 基盤研究（C）（2021～2023年度）】

半永久開存性を示すradioactiveな

ハイドロゲル胆管ステントの創製

●圧力感知材料のインクジェット印刷技術を開発

【協創的研究開発（2021～2022年度）】

製品化を見据えたメカノクロミック材料の

応用展開と基盤構築

※協創的研究開発

理事長が設定した技術課題に基づいて、都産技研内の

組織の垣根を乗り越え、複数の組織を横断したチームを

構成し、統合的に課題を解決する研究

基盤研究・共同研究（1/2）
研究開発



基盤研究からの発展件数を
中期計画目標として設定
中期計画目標値：135件

2021年度：31件
2022年度：21件（見込み）
と順調に推移

基盤研究・共同研究（2/2）
研究開発

発展事例

基となる事業
2018年度 基盤研究 「高透過性レーザと吸収剤による

造形品の高精細化に関する研究」
2019年度 基盤研究 「近赤外レーザと吸収剤による

レーザ焼結部品の高強度化に関する研究」

小径
(細書)

高出力
高速走査 低出力

積層
方向

走査
方向

微細な部分を再現可能

0.3mm程度

積層方向でも壊れにくい

発展した事業
令和4年度成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業、経済産業省）
「最終製品、保守部品生産実現のための新システムと新プロセス開発による
粉末溶融結合３Ｄプリンタの超高速化」

実施件数

39%

52

83  
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外部資金導入研究（1/2）
研究開発

外部資金導入研究の歳入総額の推移

（2018～2022年度）

提案公募型研究、受託研究
2022年度2月時点で79件を実施中

歳入総額：366,431千円（過去最高額を更新）



外部資金導入研究（2/2）

外部資金導入研究の採択件数を
中期計画目標として設定
中期計画目標値：140件

2021年度：30件
2022年度：36件（見込み）
と計画を上回って進捗

実施件数

47%

66

74  

 成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech）4件

• 健診向け「抗体ドック」の開発及び疾患予測 AI プラットフォームの構築

• 有害物質を使用しない連続流れ分析法による硝酸及び全窒素分析装置の開発

• 最終製品、保守部品生産実現のための新システムと新プロセス開発による粉末溶融結合3Dプリンタの超高速化

• 水を用いた人工衛星用電子源の大電力化に向けた研究開発（出資獲得枠）

 科学研究費助成事業13件 等

採択事例

研究開発



中小企業の海外展開（1/2）
技術支援

MTEP

• 中小企業のための海外展開支援を実施
• 国際規格や海外の製品規格に関する相談
• 海外の製品規格に適合した評価試験の情報提供などの技術的な支援



中小企業の海外展開（2/2）
技術支援

中小企業の海外展開に寄与した件数を
中期計画目標として設定
中期計画目標値：120件

2021年度：30件
2022年度：27件（見込み）
と計画を上回って進捗

支援事例

ウェアラブルデバイスの海外展開支援

⇒医療機器規格からの回避方法や包装廃棄物指令
への対応、RoHS指令技術文書の書き方について支
援を実施
2022年5月よりフランスで販売を開始

実施件数

48%

57

63  



新役員体制での運営開始
運営

角口理事
研究開発部門

三尾理事
技術支援部門

黒部理事長

2022年4月1日より新体制で運営開始
※青は新任



組織改編 10月1日実施（1/2）
運営

１．「ライン」と「スタッフ」の明確化
• 技術経営支援部の廃止

企画部／連携企画室（新設）
技術支援部／技術振興室（新設）
などへ機能を再配置

２．外からも組織機能が分かりやすい組織名称に変更
• 開発本部 ➡ 研究開発本部
• 事業化支援本部 ➡ 技術支援本部
• マテリアル応用技術部 ➡ 機能化学材料技術部

３．一部グループの位置づけ、名称を見直し
• 環境安全管理室／安全係を新設
• 製品化技術グループは、機械技術グループと城東支所へ再編
• 特定事業に係る室は、組織図上は廃止
• 支所の下は技術支援係をおかない



組織改編 10月1日実施（2/2）

理事長、理事

技術支援本部

技術支援部
地域技術支援部
多摩テクノプラザ

研究開発本部

物理応用技術部
機能化学材料技術部
情報システム技術部

（特命組織）
内部監査部

デジタル化推進部

スタッフ
企画部 … “攻め”
総務部 … “守り”ライン

運営



安全保障輸出管理に関する体制整備
運営

安全保障輸出管理規程の整備
2022年8月1日施行

安全保障輸出管理に関する研修開始
2022年11月15日開始

機器利用実施要綱の改定
機器利用実施時に特定類型に関する
確認を必須に
2023年1月1日施行

4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

2022年 2023年



情報発信

TIRIクロスミーティング

今年度は産業交流展内での開催により、

クロスミーティングを知らない潜在顧客の参加で参加者は昨年度比2倍

運営

都産技研表彰
ハドラスホールディングス（株）（本社中央区）

パネルディスカッション口頭発表会場の様子

年度 開催日数 開催方式 参加者数

リアル・ライブ オンデマンド 合計

2022 20 ハイブリッド 618(310・308) 487 1,105

2021 31 オンデマンド配信 - 515 515

2020 2 ハイブリッド（リアル・ライブ） 380(111・269) - 380

2019 2 リアル 530 - 530

2018 2 リアル 440 - 440 都議視察団の受け入れ



広報案件

プレス記事 全23件（2月末時点）

• 屋外警備ロボットの実証実験を開始

• ガン患者の苦痛を和らげる全く新しいステント
（管状医療器具）開発に成功

• 3Dプリンタ用ステンレス鋼粉末の開発に成功

• メカノクロミック分子を用いた 高分解能・可逆
な機械的圧力測定フィルムの開発

• 新しいパワー半導体材料ルチル型GeO2系
混晶半導体の開発とバンドギャップ制御

• 道路の空洞探査をDX化
など

運営



情報システム：Microsoft365導入
導入までの流れ

全体構築仕様の策定

構築委託業者の決定

全体構築開始

構築完了

利用開始

2021.6月

2021.10月

7月

9月

11月

翌年度

次期プラットフォーム選定開始

経営層による導入の決定

Microsoft365ライセンス契約

Teamsのみ先行利用開始

11月

3月

2022年度

2021年度導入理由
① DXを進めるうえで、分散したITシステムをひとつのプ
ラットフォームに集約し、データ連携とDXを加速する

② 多様な働き方の確保やビジネス環境の変化に機動的に対
応するため、システムのクラウド化が必要

③ 職員のデータ操作を包括的にチェックできる体制を整え、
セキュリティを強化

サービス 旧システム構成 MS365導入後の構成

メール ActiveMail MS Outlook

スケジューラー poweregg MS Outlook

WEB会議 Webex MS  Teams

セキュリティソフト ウィルスバスター MS  Defender

データ保管 オンプレミスサーバー MS  Onedrive/Sharepoint

テレワーク BYOD(Soliton) MS  Intune

運営

Microsoft365に
集約しDXを加速



DX：デジタル化実証プロジェクト（1/3）

DXへのはじめの一歩：ボトムアップによるDX推進活動
実施の流れ

計画書の作成

評価者による事前評価

実証プロジェクトの実施
（必要に応じて経過報告）

評価者による事後評価

各部署にて本格導入に向け予算要求

予算を付与して本格導入開始

優れた効果があっ
たテーマは・・・

5月中旬

5月下旬

6月～

12月中旬

2月上旬

翌年度～

職員の自由な発想に基づいた主体性のある取組みを支援し

都産技研のデジタルトランスフォーメーションを加速する

ポイント： 「自由な発想」 「主体性」 「継続」

自由な発想に基づく取組
みを募集し，埋もれたア
イディアを発掘する

自由な発想 継続

効果が優れていると認め
られれば，本格導入を
優先的に進める

主体性

応募者自身が実証実験
を行い，実現性や効果
測定を行う

運営

所属 採択された実証テーマ名

環境安全管理室 フロン排出抑制法対応に係る点検作業の効率化

実証試験技術グループ 技術相談時に活用可能な環境試験バーチャル見学サイト作成

総務課 採用活動におけるLINE及び採用管理システム導入の検討

経営企画室 マスコミ報道およびウェブ・SNS効果測定業務の効率化

実証試験技術グループ 製品強度試験計画の立案支援

技術振興推進室
Microsoft 365 E5導入によるMTEP業務作業の見直しとマニュア
ル整備

複合素材技術グループ クレーム解析事例等、各種データのデジタルデータ化の推進



DX：デジタル化実証プロジェクト（2/3）

【テーマ】 フロン排出抑制法対応に係る点検作業の効率化
フロン使用機器

フロン排出抑制法によって3か月に1回（年４回）以上の簡易点検が必要

• 400以上の対象機器を記録簿による点検作業

• 各装置担当者、点検管理者の作業負担大

➡ スマホ、QRコード、Web回答により、点検に係る負担を軽減
（点検作業 10分→3分、集計作業 60分→10分）

運営



DX：デジタル化実証プロジェクト（3/3）

【テーマ】 クレーム解析事例等、各種データのデジタルデータ化の推進
繊維製品のクレーム解析試験データベース
過去の試験内容・試験手順をまとめた所内向け事例集
• 利便性やメンテナンス性に課題
• データベース以外にも関連情報が点在（個々が所有する紙・電子ファイル等）

 オンラインマニュアル作成サービスを転用し、データベースを抜本的にリニューアル

➡ 属人化されていた業務が標準化。業務効率UPだけでなく、技術継承にも寄与。

クレーム解析DB 繊維技術ハンドブック、
セミナーテキスト

個々の所有する紙、
Wordファイルなど 試験規格、参考文献など

トップページ、クレーム事例の検索画面

パソコン スマートフォン

規格書
規格書

運営



内容

2022年度 事業概況

2023年度 年度計画

※2023年度は、第4期中期計画（2021～2025年度）の3年目



年度計画

■第四期中期計画に基づいて作成

 2023年度計画のポイント

• 特定運営費交付金事業の実施

• 城東支所の休館に伴う支援体制の構築

• 支援業務の実績データ活用

• 本部のゼロエミッション化推進

• 新財務システムの運用開始



第四期中期計画期間の事業（予定含む）

第四期中期計画の達成（標準運営費交付金事業）

第五期中期計画の策定

2021(R3)

障害者スポーツ研究開発推進事業

バイオ基盤技術を活用したヘルスケア産業支援事業

プラスチック代替素材を活用した開発・普及プロジェクト

ものづくりベンチャー育成事業

都政課題解決プロジェクト

中小企業の5G・IoT・ロボット普及促進事業

★食品技術センターの統合

★OM型技術支援の開始

★城東支所リニューアル

2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7)

★新業務システム

★新総務システム ★新財務システム

フードテックによる製品開発支援事業

情報システム等の整備

支所等の機器整備（城南支所、食品技術センターの機器整備）

デジタル化推進事業

ゼロエミッションに資するモビリティ産業支援事業

活発な活動を支える障害者用具等研究開発推進事業

サーキュラーエコノミーへの転換支援事業

海外展開競争力強化支援事業

本部の機器更新整備

本部ゼロエミッション化推進工事

城東支所の施設整備

特定運営費交付金事業

★城東支所休館

航空機産業への参入支援事業

特定運営費交付金事業（終了）



第四期中期計画期間の事業（予定含む）

第四期中期計画の達成（標準運営費交付金事業）

第五期中期計画の策定

2021(R3)

障害者スポーツ研究開発推進事業

バイオ基盤技術を活用したヘルスケア産業支援事業

プラスチック代替素材を活用した開発・普及プロジェクト

ものづくりベンチャー育成事業

都政課題解決プロジェクト

中小企業の5G・IoT・ロボット普及促進事業

★食品技術センターの統合

★OM型技術支援の開始

★城東支所リニューアル

2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7)

★新業務システム

★新総務システム ★新財務システム

フードテックによる製品開発支援事業

情報システム等の整備

支所等の機器整備（城南支所、食品技術センターの機器整備）

デジタル化推進事業

ゼロエミッションに資するモビリティ産業支援事業

活発な活動を支える障害者用具等研究開発推進事業

サーキュラーエコノミーへの転換支援事業

海外展開競争力強化支援事業

本部の機器更新整備

本部ゼロエミッション化推進工事

城東支所の施設整備

特定運営費交付金事業

★城東支所休館

航空機産業への参入支援事業

特定運営費交付金事業（終了）

2023年度予算案

10.3億円

0.38億円

2.2億円

3.9億円

1.7億円

1.4億円

0.68億円

0.30億円

0.58億円

3.1億円

2.2億円

1.6億円

1.7億円



プロジェクト事業（中小企業の5G・IoT・ロボット普及促進事業）

背景・目的

 近時、次世代高速通信である５Gが世界的に注目を浴びており、世界的な競争に打ち勝つためには
中小企業の開発環境などの支援体制を早急に整備する必要がある。

 そこで、今後の５Gの普及を見据え、ローカル５G環境を整備し技術的な支援を行うとともに、IoT
やロボットなどの５Gを活用できる分野とともに製品開発支援等を実施する。

【主な事業内容】
●技術開発、製品開発支援
・公募型共同研究
・基盤研究
・共同研究
・試験評価

【Ｒ５主な事項】
●技術開発、製品開発支援
公募型共同研究
Ｒ４年度に引き続き、整備した５Ｇ基地局（右図参照）を活用し、
公募型共同研究を実施する。

公募テーマ（予定）
（１）ロボット×５Ｇ技術の製品開発（2件）
（２）５Ｇ技術を活用したデバイス開発等（5件）

●セミナー開催
Ｒ４年度に引き続き、中小企業にとってまだ敷居が高い5G技術に
関するセミナーを実施し、製品開発に貢献

●研究会等の運営
ローカル5G研究会、東京IoT研究会、サービスロボット事業化交流会

●管理運営
・DX推進センターの運営

●普及啓発
・展示会出展

●人材育成
・セミナー開催

●人材育成
・セミナー開催

●事業化支援
・研究会等の運営

疑似実証スペース（コンビニ）に
設置した５Gアンテナ

A：ミリ波帯ローカル5G
B：sub6帯ローカル5G ミリ波帯ローカル5G

アンテナ

最終年度



プロジェクト事業（航空機産業への参入支援事業）

◆目的
東京都や国で成長産業の一つとして位置付けられている

「航空機産業等の先端ものづくり」中小企業を、国際規格に
対応した技術支援により具現化する。

◆背景・必要性

3,800万円 （継続）

※ASTM：American Society for Testing and Materials

○テーマ設定型共同研究（技術開発）
…TMAN企業との共同開発、TMANクラスタとのシーズ開発研究

○国際規格認証技術支援
…ASTM※対応設備の維持、規格書整備

○航空宇宙産業人材育成
…専門研究会（販路開拓WS）、専門家派遣

◆R5年度事業費

◆事業内容

アフターコロナの航空機産業では、回復・成長することが見込まれる。

⇒ 今後も成長が見込まれる航空機産業分野等において、技術
支援に基づくプロセスインテグレータ育成を行い、TMANに参
加した中小企業の技術力をさらに強化していく必要がある。

2020 2021
2022 2023

(TMAN第6期)

1 支援体制の整備

2・3 テーマ設定型共同研究 ・継続

4 試作・実証実験支援

5 国際規格認証技術支援 ・継続

6 航空宇宙産業人材育成 ・継続

技術支援と交流支援の相乗効果による産業育成を支援

②国際規格準拠評価試験

・JIS Q9100 取得による都産技研の信頼性確保

・TMAN会員企業との技術開発

①共同研究

③航空機産業人材育成

・販路開拓WSによるTMAN会員企業の人材育成

・専門アドバイザーによるJIS Q9100 取得等の支援

④試作部品および
技術力のPR

商談成立、採用

・展示会出展支援

・マッチング支援

・技術支援

本プロジェクト

TMAN事業

最終年度



プロジェクト事業（活発な活動を支える障害者用具等研究開発推進事業）

本事業の全体像

平成２９年度～令和元年度 令和２年度～令和４年度

令和４年度

「トップアスリート向け競技用製品」の開発

・バドミントン用車いすの軽量化
・トップアスリート向けに形状を

工夫した義足

「一般向け競技用製品」の開発

・一般向け軽量車いす
・アーチェリー弓具
・スポーツ義足用高機能アダプター

■ 一般障害者（＋高齢者など）の活発な活動が難しい者が活発な活動を行うことを支える製品開発支援へ
■ 本事業のR4年度までの研究成果を広くパラリンピックのレガシーとして発信し、普及啓発を図る。

R5年度事業内容

拡
充
部
分

成果の展開

・パラリンピックのレガシーとして研究開発成果
をスポーツ用具以外に展開
⇒ 障害者用具等を対象として展開

・活発な活動ができない人々も対象
⇒ 高齢者等も対象とする

■ 公募型共同研究 4件 1,000万円／年・件 2年物＋1年物（のべ4件／年）
■ 基盤研究 4件／年 ２００万円／件
■ 展示会・イベントを中心とした広報活動において、これまでの取組と実績を積極的に普及啓発・ＰＲ

バドミントン用軽量化車いす トップアスリート用義足

「一般障害者向け製品」の開発

・障害者用の用具開発

成果の周知・広報

・今までの事業内容の周知・広報

令和５年度～令和７年度

初年度



プロジェクト事業（バイオ基盤技術を活用したヘルスケア産業支援事業）

R4(2022) R5(2023) R6(2024) R7(2025)

①化粧品産業への技術支援業務
の継続と強化

（技術相談、依頼試験、機器利用、セミナー等）

②研究成果の製品化・事業化支援
(基盤・共同研究推進)

③化粧品産業の海外展開支援の強化
（海外展示会への出展サポート等）

④フードテック事業への技術協力
（食品技術センターとの融合促進)

共同研究 (10,000千円/年)

基盤研究 (5,000千円/年)

海外展開支援セミナー開催 展示会出展 展示会出展

背景・目的

少子高齢化や健康志向の高まりの中、都民が生き生きと働き、生活する社会を実現するため
に、今後、健康・医療産業の発展が期待されている。

医薬品、とりわけ化粧品や食品分野では健康増進のための機能性商品等の市場は伸びている
ほか、規制面からも中小企業にとって参入しやすい。

健康・医療分野における技術革新には、動物実験の代替法等、バイオ基盤技術の高度化が不
可欠であるため、バイオ技術を活用した高付加価値な製品等の開発を支援する。

5年目



プロジェクト事業（フードテックによる製品開発支援事業）

小麦などの原材料の高騰や、世界的な人口増加による食料危機、少子高齢化や共働きの増
加に伴う生活様式の変化などにより、食品関連の新たな技術ニーズが誕生してきている。

製品開発には、高価で高度な分析機器等が必要で、中小企業単独で進めることは難しい。

食料の安定供給に向け、中小企業への技術的支援が求められている。

【事業の流れ】●本事業の拠点を食品技術センターに置く

●R4年度は食品技術センターの機器および施設の整備、R5年度から研究・技術支援を本格開始
⇒技術相談、依頼試験、機器利用、基盤研究、人材育成を用いて複合的に実施

【Ｒ5年度主な取組】
●食の簡便化と高品質化支援

介護食品や即席食品の品質を高めるための技術開発により中小企業の製品開発を支援（依頼試験・機器利用）

●オミクス解析（網羅解析手法）による機能性食品のエビデンス取得支援

オミクス解析を用いた機能性食品に含まれる有効性物質・栄養成分分析による中小企業の製品開発支援（依頼試験・機器利用）

●バイオ材料技術と細胞培養技術を活用した代替肉の創出・普及支援

肉代替タンパク質や培養細胞などの代替肉関連研究の製造技術を創出する（基盤研究）

【Ｒ５年度追加新規事業】

●輸入小麦代替による食品の開発支援（公募型共同研究の実施）

国産小麦やその他麦類、トウモロコシ、米などのデンプン原料の輸入小麦代替の潜在性を評価し、食品開発を支援

Ｒ４年度

･研究＆支援環境の整備

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

･研究の遂行
･技術支援の開始

･研究の遂行と成果普及
･技術支援の実施

･研究の遂行と成果普及
･技術支援の実施

背景

2年目



プロジェクト事業（サーキュラーエコノミーへの転換支援事業）

①サーキュラーナビの作成

• 中小企業を対象とした技術動向リサーチ・技術潮流リサーチを実施

• 中小企業が参入可能なポイントを指示

②技術動向に関するセミナー等の実施

• サーキュラーナビを基に、サーキュラーエコノミーへの転換に関するセミナーを実施

③公募型共同研究の実施

• 中小企業の参入が可能な技術開発や製品開発などについて、公募により中小企業との共同研究

開発を実施

④展示会等への出展・PR

• 循環経済を実現したい企業等が来場する展示会に出展

• 開発技術や製品の展開を促進

令和５年度 令和６年度 令和７年度

サーキュラーナビの作成

セミナー等

公募型共同研究

公募型共同研究

展示会・PR等展示会・PR等

背景

 近年、資源・エネルギー需要の増大による資源価格高騰や資源枯渇のリスク、食品廃棄
物量の増加や海洋プラスチックなどによる環境問題の深刻化などが世界的な課題

 持続可能な社会の実現に向けては、従来の大量生産･大量消費･大量廃棄の一方通行の経
済から、調達･生産･消費･廃棄のあらゆる段階で、資源の効率的･循環的な利用を図る経
済へと転換が必要

初年度



プロジェクト事業（ものづくりベンチャー育成事業）

周知・募集

（地独）東京都立産業技術研究センター 開発フェーズに応じた、技術的アドバイスや性能評価支援（一部有償）

インキュ
推薦枠

公募枠

事業コーディネーター
製品試作に関して
アドバイス等

製品試作が完了している法人等

アイディアを形あるものへ
（アイディアの製品試作）
50件 製品試作支援拡充

産技研
3Dプリンターによる
製品試作担当

コンテストへ向けた製品試作支
援

コンテスト実施
VC、地銀等投
資家視点を持
つ審査員

7～8件採択

コンテストの実施 量産化支援 事業化支援

事業化を見据え
た量産試作支援

資金提供、
ハンズオン支援

事業化支援

大手企業、
投資家等へ
の橋渡し

背景

●今後都内ものづくり産業がより一層発展していくためには、新たな担い手となる優れたものづくり
ベンチャーを数多く育成する必要がある。

●ものづくりベンチャーがアイディアを形にすることができるよう、都産技研の技術指導や機器利用
、資金調達など、段階に応じて必要な支援を受けながら短期間で成長できる仕組みを構築

【R5年度事業内容】
（１）ものづくりベンチャーからアイディアを公募・採択し、採択者に対して3Dプリンターによる無料試作支援
（２）事業化を見据えた機能試作から量産試作支援（対象件数 ７～８件程度） R4採択者

R4年度採択者R5年度採択者

事業コーディネーター（民間委託） 起業家の募集・事業計画支援や大手企業・VC等へのピッチ会等を通じた橋渡し。

2019～2021年度：東京都主体事業
2022年度は都産技研として初年度



城東支所の休館に伴う支援体制の構築

施設の経年劣化・全面改修工事
→ 2023年4月から休館

■休館中の対応
• 製品デザイン支援の機能を本部に移し、地域企

業の製品開発支援を継続

■リニューアル
• 2025年7月以降、段階的にサービスを再開

• 支援機能の強化を予定

デジタル技術を活用した製品デザインや加工技術などにより
地域のものづくり企業の製品開発を支援

3D設計(CAD)

高速試作
(3Dﾌﾟﾘﾝﾀｰ)

品質評価(耐久試験機)

製品製造(ﾃﾞｼﾞﾀﾙ加工機)

都産技研本部
・支所等

問題点を設計に

フィードバック

連携支援

強度解析等
(CAE)

デジタルデータの連携による開発効率化



支援業務の実績データ活用

データ可視化ツールを更新、実績データの活用を推進
利用企業の動向、機器整備の判断、試験利用実績の着地点管理

By Power BI



①太陽光発電設備
屋上緑地の余剰地に太陽光発電パネルを設置

②EV用急速充電設備
屋外駐車場にEV用急速充電設備を設置

③既設照明LED化
本部執務室・実験室・廊下等の既設照明をLED照明に更新

本部のゼロエミッション化推進

屋上緑地の余剰地 屋外駐車場

本部4階執務室

既設照明

設置想定場所

※ ①太陽光発電と③LED化の施策は、電気使用量全体の約3.4％の削減 に相当すると見積もられる。
これは、ＣＯ２削減量として 年間２００トン程度。



新財務システムの運用開始

旧財務システムからの改善点

• パッケージ商品のカスタマイズにより設計、開発コストを大幅に削減

• クラウドサービスの利用

• 電子決済の導入

• 改正後の地方独立行政法人会計基準に則った会計処理が可能

• インボイス制度に対応

財務経理業務の効率化の基盤を構築



地方独立行政法人

東京都立産業技術研究センターを

今後ともご指導賜りますよう

よろしくお願いいたします


